
基本目標１　家庭・地域における子育ての支援 【評価】 A:実施率９０％以上

B:実施率50～90％

　　施策の方向１ 地域における子育て支援体制の充実 C:実施率５０％未満

D:未実施

基本施策１　地域における子育て支援サービスの充実

1
子ども家庭支援
センター事業

子どもと家庭に関する総合相談、ショー
トステイ等のサービス提供の調整、子育
てボランティア等への支援、見守りサ
ポート事業、児童虐待防止に関する事業
など、児童を養育する家庭の総合的な支
援を行います。また、子育て中の親子の
センター利用の促進や子育て支援の情報
提供の充実に努めます。

充実

先駆型子ども家庭支援センター１箇所
身近な相談機関として、子どもと家庭
からの総合的な相談に応じて支援を行
います。子育て中の親子のセンター利
用の促進、児童虐待防止に向けた各関
係機関との連携に努めていきます。

相談件数　8,385件
ふれあいひろば利用者　6,748人
　（大人2,623人、子ども4,125人）
乳幼児ショートステイ　利用32件
育児支援家庭訪問事業　利用3件
乳幼児総合相談　11回　参加者225
人（大人107人、子ども118人）
子育てなんでも相談　12回
利用者118人（大人59人、子ども59
人）

Ａ
子ども家庭
支援課

2
地域子育て支援
事業

児童館等身近な場所で、子育てに関する
相談や乳幼児と保護者を対象とした講座
を実施します。

充実

児童館３館で講座（心の東京塾）各１
回以上実施
3児童館子育ち応援事業５回以上実施
ひろば事業及び子育て相談　週３日以
上実施

児童館３館で講座（心の東京塾）各１
回実施、3児童館子育ち応援事業5回
延べ参加人数128人
子育て相談（週3日）
田園児童館　 相談者延べ22人
武蔵野台児童館　相談者延べ28人
熊川児童館　相談者延べ14人

Ａ
子ども育成
課

継続して、サロンのPRに努めるととも
にサロンボランティア及び参加者向け
の講座を実施します。

民生委員・児童委員による子育てサロン
「はとぽっぽ」を開催し、居場所づくりの
推進に努めた。（開催回数：11回）

社会福祉課

市内６か所　開催回数延べ　89回
サロン連絡会・勉強会の開催
市内６か所　開催回数延べ　87回
1,283人

社会福祉協
議会

4
ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

育児の援助を受けたい方（依頼会員）と
育児の援助が出来る方（提供会員）が会
員となり、地域で助け合いながら育児の
相互援助活動を行う会員組織（有償ボラ
ンティア）です。より多くのニーズに応
えるため、会員数のバランス均衡化を図
り、相互援助活動の充実に努めます。

充実

会員のニーズに十分に対応するためバ
ランスのよい会員登録を目指し、周知
と充実を図ります。
事業説明会　子ども応援館の他、地域
に出向いて毎月実施
提供会員講習会　年2回実施
登録会員交流会   年2回実施
ファミサポ通信　年3回発行

事業説明会を地域に出向いて計5回行
うほか、子ども応援館において随時
行った。
提供会員講習会　年2回実施
フォローアップ講習会　年2回実施
登録会員交流会　年2回実施
ファミリーサポート通信　年2回発行

Ａ
子ども家庭
支援課

5
福祉センター機
能の充実

児童及び子育て中の保護者の生活相談、
健康の増進、サービス提供の充実に努め
るとともに、福祉活動団体の育成、地域
住民等の施設利用を促進します。

継続 施設利用の促進を図ります。
保育室延利用人数：４団体他3,800人
福祉センター貸館延利用人数：23団体
4,308人

Ａ
社会福祉協
議会

Ａ

平成27年度福生市子ども・子育て支援事業計画　進捗状況

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 担当課平成27年度　事業目標

3 子育てサロン

子育て中の保護者の悩みや不安の解消、
ひきこもりへの対応、児童虐待の未然防
止等を目的に、市民参加型の居場所づく
りを進めます。

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

方向性

継続

1



6
地域子育て支援
拠点事業の実施

認可保育所や公共施設等を活用して、孤
立しがちな子育て家庭を対象に、子育て
相談や子育てサークルの支援を行いま
す。

継続

児童館３館及び保育園２園にて、ひろ
ば事業を実施します。また、保育園で
実施している「子育てひろば事業」で
子育て相談を実施します。

児童館３館及び保育園２園にて、ひろ
ば事業を実施した。

Ａ
子ども育成
課

7
赤ちゃんはじめ
ての絵本事業

生後３か月の乳児健診時に、絵本を贈呈
するとともに親子のコミュニケーション
の大切さを伝えるために読み聞かせを行
います。

継続

３課（子ども育成課、健康課、図書
館）連携し、事業を継続します。

３、４か月健康診査時にボランティア
（読み聞かせボランティア数 13人）
による絵本の読み聞かせを行うととも
に、絵本３冊のうちから１冊と子育て
情報、たっけー缶バッジを特製の袋に
いれて贈呈します。

毎月３、４か月健康診査の際に実施。
12回、454冊の絵本と子育て関連資
料、
バッグを配布した。
読み聞かせボランティア数　13人

Ａ
子ども育成
課

8
保育室併設講座
の実施

育児中の女性のための講座と、集団保育
を通し幼児の成長発達を支える保育室事
業を併せて実施します。

継続
公民館各館で保育室併設講座を実施し
ます。（全３コース）

公民館各館で保育室併設講座を実施し
た。（３コース40回、延べ参加人数
367人）

Ａ 公民館

9
託児保育付講座
の実施

公民館事業に参加する機会を増やすため
に託児保育を付けた講座を実施します。

継続
公民館各館で託児保育付講座を実施し
ます。（全７コース）

公民館各館で保育室併設講座を実施し
た。（７コース41回、延べ参加人数
408人）

Ａ 公民館

10
子ども読書活動
推進事業の実施

学校、地域、家庭と連携し、子ども読書
活動推進事業を実施します。

継続

第二次福生市子ども読書活動推進計画
の取組と課題を踏まえて計画の見直し
を図り、第三次福生市子ども読書活動
推進計画を策定します。

平成２８年３月、第三次福生市子ども
読書活動推進計画を策定しました。

Ａ 図書館

基本施策２　子育て支援のネットワークづくり

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課

担当課番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

子ども家庭
支援課
社会福祉協
議会

保育団体連絡会では、子育て支援団体
のネットワーク構築のため関係機関に
よる会議を開催し、会のあり方や連携
方法等について検討を行った。

Ａ継続1 地域組織化事業

地域住民や教育機関、保育機関、民生委
員・児童委員、ボランティア、その他民
間事業者等と行政が一体となって、地域
子育て支援ネットワークを構築します。
現在、保育団体連絡会があります。

平成27年度　事業目標方向性

地域子育て支援ネットワークを構築す
るため保育団体連絡会定例会を行うと
ともに、各関係機関の情報交換、子育
て支援を推進するための子育て情報の
発信等を行います。
 保育団体連絡会定例会　年2回

27年度C・D評
価の理由・課題

2



基本施策３　子育て情報の提供

子ども家庭支援センター、ファミ
リー・サポート・センター、乳幼児
ショートスティ、児童虐待防止の講演
会等の最新情報を掲載していきます。
（子ども家庭支援課）

ホームページにおいて子ども家庭支援
センターの施設紹介、事業内容及び開
所日等の利用案内を掲載。

市HP内「子育てするならふっさ」ペー
ジ等を活用しPRしていきます。（子ど
も育成課）

新規事業をはじめ、子育て支援に関す
る情報をＰＲした。

2
子育てハンド
ブックの配布

子育て中の保護者が、子育てサービスの
利用選択が十分にできるように、子育て
支援情報の提供を行います。

充実
掲載内容の改定を行い、保護者の方に
必要なサービスの情報提供に努めま
す。

子ども家庭支援センター業務のほか、
子育てに関する様々な情報を掲載。毎
年掲載内容を改定し、子どものいる転
入世帯、妊婦のほか子ども育成課や保
健センター等の窓口で配布。

Ａ
子ども家庭
支援課

基本施策４　相談機能の充実

健康課で育児相談、心理相談事業を継
続実施します。

育児相談　23回実施
心理相談　24回実施

福祉保健部

子ども家庭支援センターにて、子ども
と家庭からの身近な相談機関として、
子育て支援情報の提供、総合相談及び
支援を行います。

児童館３館で子育て相談事業実施、年
３回保健師による相談事業実施
子ども家庭支援センターで子どもと家
庭の相談事業実施

子ども家庭
部

2 利用者支援事業

教育・保育施設や地域の子育て支援事業
等の情報の集約と提供を行うとともに、
子どもや保護者が、円滑に利用できるよ
うに身近な場所で相談に応じるなどの支
援を実施します。

新規
市内１箇所において、子育て支援事業
等の情報の集約と提供を行い、相談に
応じます。

平成27年11月より、市役所子ども育
成課にて特定型（保育園入園相談等）
を開設し、窓口、電話にて相談業務を
実施した。

Ａ
子ども育成
課

3
子育てなんでも
相談

市民が利用しやすい場所において、育児、発
達、教育・保育等の子育てに関する様々悩み
や困りごとについて、ワンストップで相談が
受けられる体制の整備を実施します。

新規

子ども家庭支援センターが中心とな
り、関係部署との連携を図りながら月
１回出張（巡回）相談事業を実施しま
す。

福生駅直結のプチギャラリーのほか、
児童館や子育てサロンなどで相談を
行った。
12回　利用者118人
　　（大人59人、子ども59人）

Ａ
子ども家庭
支援課

番号 平成27年度　事業目標

関係各課

担当課平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

1
子育て支援情報
の発信

子育て支援情報の収集を行うとともに、
ホームページや広報の活用、パンフレッ
トの作製などにより、情報発信の充実を
図ります。

担当課平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

方向性

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標

1
各種相談事業の
充実

保健福祉に関する様々な相談が身近なと
ころで気軽にできるよう、窓口の充実に
努めるとともに、相談体制のネットワー
ク化を図ります。

継続

方向性

事　　業　　名

充実

27年度C・D評
価の理由・課題

事　業　内　容

Ａ

Ａ

3



施策の方向２　子育て世帯への経済的支援
基本施策１　経済的負担の軽減

1
未熟児養育医療
給付事業

未熟児で出生し、入院養育が必要と認め
られた方に対し、指定医療機関において
医療の給付を行います。

継続
申請件数　25件以下（申請状況により
26件以上の対応をします。）

申請件数　６件 Ａ 健康課

2 児童手当
中学校修了前の児童を養育している方に
支給します。（所得制限あり）

継続
受給対象児童数　6,470人
支給額　852,540千円

受給対象児童数　6,218人
支給額　813,115,000円

Ａ
子ども育成
課

3
児童育成手当
（育成手当）

18歳に到達した年度末までの子どもを養
育しているひとり親家庭の父又は母（父
又は母に一定の心身障害がある場合を含
む）に支給します。（所得制限あり）

継続
受給対象児童数　1,145人、支給額
185,490千円

受給対象児童数　1,028人
支給額　181,872,000円

Ａ
子ども育成
課

4
児童育成手当
（障害手当）

20歳未満の心身に障害のある子どもを養
育している方に支給します。（所得制限
あり）

継続
受給対象児童数　70人
支給額　13,020千円

受給対象児童数　61人
支給額　11,795,500円

Ａ
子ども育成
課

5 児童扶養手当

18歳に到達した年度末までの子ども（一
定の心身障害を有する場合は20歳未満）
を養育している父又は母（父又は母に重
度の心身障害がある場合を含む）又は養
育者に支給します。（所得制限あり）

継続
受給対象者数　631人、支給額
286,348千円

受給対象者数　568人
支給額　282,851,160円

Ａ
子ども育成
課

6
特別児童扶養手
当

20歳未満で、心身の障害や疾病により、
日常生活に著しい制限を受ける子どもを
養育している父母又は養育者に支給しま
す。（所得制限あり）

継続
継続して、市において適切な申請受付
を行い、東京都に送付します。

適切な申請受付を行い、東京都に送付
しました。

Ａ
子ども育成
課

7
私立幼稚園就園
奨励費補助金

私立幼稚園に通園する園児の入園料及び
保育料の一部を、所得に応じて助成しま
す。

継続
対象人数　359人に対し園児の入園
料、保育料の一部を助成し、保護者の
経済的負担を軽減します。

対象人数　333人
補助額　43,480,170円

Ａ
子ども育成
課

8
私立幼稚園保護
者補助金

私立幼稚園に通園する園児の保護者負担
軽減事業で、所得に応じて補助金を交付
します。

継続
対象延べ人数5,316人に対し補助金を
交付し保護者の経済的負担を軽減しま
す。

対象延べ人数　4,829人
補助額　32,384,900円

Ａ
子ども育成
課

事　　業　　名 事　業　内　容番号 平成27年度　事業目標 担当課方向性 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

4



9
認可外保育所利
用者補助事業

認可外保育所（認証保育所）を利用され
ている方に、認可保育所の保育料と公平
にするため、その差額を補助します。

継続
延べ193人に対して補助を行い保護者
間の公平性を図ります。

延べ191人
補助額4,345,000円

Ａ
子ども育成
課

10
乳幼児医療費助
成制度

義務教育就学前（6歳に到達した年度末
まで）の子どもを養育している方に、健
康保険診療の自己負担額を助成します。
（所得制限なし）

継続
対象児童数　2,541人、　医療費助成
額　84,065千円

対象児童数　2,750人
医療費助成額　83,348,294円

Ａ
子ども育成
課

11
義務教育就学児
医療費助成制度

義務教育就学児（小学校１年生から中学
校３年生）を養育している方に、健康保
険診療の自己負担額を助成します。ただ
し、通院の場合、保険診療の自己負担額
のうち１回200円（上限額）が本人の負
担となります。（所得制限なし）

継続
対象児童数　3,671人、　医療費助成
額　86,963千円

対象児童数　3,574人
医療費助成額　83,042,003

Ａ
子ども育成
課

12
育成医療費助成
制度

18歳未満の児童で、一定の機能障害があ
り手術等により障害の改善が見込まれる
方に対し、健康保険診療の自己負担分を
助成します。ただし、１割分は本人負担
となります。(所得に応じた自己負担上限
額、及び所得制限あり)

継続
入院対象者4名、通院対象者10名
医療費助成額　968千円

入院対象者11名、通院対象者11名
医療費助成額　8,860,504円

Ａ
子ども育成
課

13
子育て支援カー
ド発行事業

市と市内の事業者（協賛店）が連携し、
協賛店利用時にカードを提示すること
で、特典が受けられる事業で、妊婦又は
中学生以下の子どものいる世帯の支援な
らびに地域活性化を図ります。

継続

カード発行世帯及び協賛店の増加を図
るため、広報等による啓発活動をない
ます。また、対象世帯に対するカード
発行率60％を目指します。
※平成26年度末で現在のカード有効期
限が切れるため、平成27年４月１日よ
り新たに発行を開始。

年度末時点
新カード発行（更新）率　24.9％
累計発行率　87.5％
赤ちゃんはじめての絵本事業、健康ま
つり、
ＨＰ等により事業ＰＲを行った。

Ａ
子ども育成
課

施策の方向3　ひとり親家庭の自立支援の推進
基本施策１　ひとり親家庭等の自立支援の推進

1
児 童 育 成 手 当
（ 育 成 手 当 ）
（再掲）

18歳に到達した年度末までの子どもを養
育しているひとり親家庭の父又は母（父
又は母に一定の心身障害がある場合を含
む）に支給します。（所得制限あり）

継続
受給対象児童数　1,145人、支給額
185,490千円

受給対象児童数　1,028人
支給額　181,872,000円

Ａ
子ども育成
課

担当課
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課

事　業　の　内　容 方向性 平成27年度　事業目標

方向性番号 事　　業　　名

番号 事　　業　　名

平成27年度　事業目標事　業　の　内　容

平成27年度　実施状況

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

5



2
児 童 扶 養 手 当
（再掲）

18歳に到達した年度末までの子ども（一
定の心身障害を有する場合は20歳未満）
を養育している父又は母（父又は母に重
度の心身障害がある場合を含む）又は養
育者に支給します。（所得制限あり）

継続
受給対象者数　631人、支給額
286,348千円

受給対象者数　568人
支給額　282,851,160円

Ａ
子ども育成
課

3
ひとり親家庭等
医療費助成制度

18歳未満の子ども（一定の障害を有する
場合は20歳未満）を養育しているひとり
親家庭等（父又は母に一定の心身障害が
ある場合も含む）に対し、健康保険診療
の自己負担額の全部または一部を助成し
ます。（所得制限あり）

継続
対象世帯数　647世帯、医療費助成額
41,836千円

対象世帯数　621世帯
医療費助成額　38,185,530円

Ａ
子ども育成
課

4
ひとり親家庭相
談

ひとり親家庭を対象に経済上の問題、児
童の養育・就学問題、就職の問題、その
他生活上の悩みごとなどの相談に応じま
す。

継続
各関係機関と連携し、相談と支援を実
施します。

各関係機関と連携し、相談・支援を実
施した。

Ａ
子ども家庭
支援課

5
ひとり親家庭
ホームヘルプ
サービス事業

ひとり親家庭であって、家事または育児
等の日常生活に支障をきたしている家庭
にホームヘルパーを派遣します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
委託料　2,788千円

必要な人に適切な支援を実施するにあ
たり、登録者数を増やすため制度の周
知に努めた。
委託料　856,320円

Ａ
子ども育成
課

6
母子及び父子福
祉資金貸付事業

20歳未満の児童を扶養しているひとり親
家庭の母又は父に、事業開始、就学支
度、修学、転宅等に必要な資金の貸付け
をします。

継続
継続して、必要とする資金の貸付を行
います。

必要とする資金の貸付を継続して行っ
た。

Ａ
子ども家庭
支援課

7
母子家庭等高等
職業訓練促進給
付金

母子家庭の母又は父子家庭の父が就業を
容易にするために必要な資格を取得する
ことを目的に、２年以上の養成機関で修
業をする場合、一定期間の訓練促進費を
支給して経済的支援を行います。

継続
支給額　4,217千円
・平成26年度からの継続者　1名
・平成27年度新規見込者　　3名

本事業については、広報、ホームペー
ジ等で周知に努めた。
対象者1名　支給額1,132千円
・平成27年度からの継続者　1名
・修了支援給付金　1名

Ａ
子ども家庭
支援課

8
母子家庭等自立
支援教育訓練給
付金

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的
な能力開発の取組みを支援するために、
就業を目的とした教育訓練に関する講座
を受講し、修了した場合受講料の一部を
支給します。

継続 対象者6名、　支給額120千円
広報、ホームページ等で周知に努め
た。
申請者は0名。

Ａ
子ども家庭
支援課

保育料について、該当者が１名いたた
め、寡婦（寡夫）控除のみなし適応を
行った。

子ども育成
課

市営住宅使用料について27年中の新規
入居者で該当者が１名いたため、みな
し適応を行い家賃算定を行った。

まちづくり
計画課

担当課番号 事　業　の　内　容 方向性 平成27年度　事業目標

婚姻歴の有無による不平等を無くす観
点から寡婦（寡夫）控除のみなし適応
を行い、保育料、学童クラブ育成料、
幼稚園就園奨励費補助金、幼稚園児保
護者負担軽減補助金及び市営住宅使用
料を算定します。

9

非婚のひとり親
家庭に対する寡
婦（寡夫）控除
のみなし適応

税法上の寡婦（寡夫）控除の対象となら
ない婚姻歴の無いひとり親家庭に対し
て、婚姻歴の有無による不平等を無くす
観点から寡婦（寡夫）控除のみなし適応
を行い、保育料、学童クラブ育成料、幼
稚園就園奨励費補助金、幼稚園児保護者
負担軽減補助金及び市営住宅使用料を算
定します。

新規

事　　業　　名 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

Ａ

6



施策の方向４　特別な配慮が必要な子育て家庭への支援の充実
基本施策１　児童虐待防止策の充実

1
児童虐待防止の
ネットワークづ
くり

要保護児童対策地域協議会を活用して、
児童虐待の未然防止、早期発見と早期対
応の取組みを目指し、関係機関との連携
による児童虐待防止のネットワークづく
りを進めます。

継続

要保護児童対策地域協議会代表者会議
１回、実務担当者会議4回、ケース検討
会議を随時開催し関係機関の連携を図
ります。
また、関係者向け研修会、市民対象の
講演会を開催し児童虐待防止の推進を
図ります。
平成26年度に作成した要保護児童支援
マニュアルを活用し、ネットワークの
強化に努めます。

要保護児童対策地域協議会代表者会議
1回、実務担当者会議4回、ケース検討
会議を26回実施。要保護児童対応マ
ニュアルを活用し、関係機関の連携に
努めた。
また、関係者向け研修会や市民対象の
講演会を開催し、児童虐待防止の推進
を図った。

Ａ
子ども家庭
支援課

2
児童虐待防止マ
ニュアル等の活
用

児童虐待への対応マニュアル、ポスター
等を作成し虐待防止に努めます。また、
市民向けの児童虐待等防止のためのリー
フレットを作成し、児童虐待の未然防
止、早期発見に努めます。

充実
要保護児童対応マニュアルを活用し、
虐待の未然防止、早期発見に努めま
す。

要保護児童対策地域協議会において要
保護児童対応マニュアルを活用し、関
係機関の連携に努めた。
市内小中学校の児童・生徒に対して
は、困った時に相談できるよう相談機
関の案内チラシを配布した。
また、11月の児童虐待防止推進月間を
中心に広報・ホームページ・コミュニ
ティービジョンで虐待防止に関する記
事を掲載し周知に努めた。

Ａ
子ども家庭
支援課

4
育児支援家庭訪
問事業

児童の養育を行うために支援が必要であ
りながら、何らかの理由により子育てに
係るサービスが利用できない家庭に対
し、職員が訪問し、養育に関する専門的
な相談指導・助言を行います。また、家
事等の援助についてはヘルパーを派遣
し、見守りが必要な妊婦や家庭に対する
支援の充実を図っていきます。

充実
支援の必要な家庭に育児支援家庭訪問
事業を実施します。
委託料　906千円

支援の必要な家庭に育児支援家庭訪問
事業を実施した。
利用者3件　58日

Ａ
子ども家庭
支援課

基本施策２　障害児施策の充実

1

障害者（児）短
期入所サービス
（ショートステ
イ）

在宅の心身障害者（児）が保護者又は家
族の疾病等の事由により、家庭における
介護を受けることが困難になった場合に
施設等で一時的に利用することができま
す。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　19４人
給付金額　18,502,000円

支給決定者数　　　78人
給付金額　23,432,490円

Ａ 障害福祉課

番号 事　　業　　名 事　業　内　容

乳児のいるすべての家庭を訪問すること
により、子育てに関する情報の提供、乳
児及びその保護者の心身の状況や養育環
境の把握、養育についての相談を行いま
す。

家庭訪問対象416件に対し、399件の
家庭訪問を実施した。訪問率95.9％

Ａ

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課

100％の訪問率に努めます。継続 健康課

平成27年度　事業目標

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 担当課

方向性

3
乳児家庭全戸訪
問事業

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題
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2
点字図書の給付
（日常生活用具
給付事業）

視覚障害者に対して点字図書を給付する
ことにより、点字図書による情報入手を
容易にします。

継続
点字図書の給付希望者に給付
一般図書の購入価格相当額との差額を
給付

給付者数　0人
予算措置は行った

Ｃ

給付希望者への給
付のため。引き続
き広報等で周知を
行う。

障害福祉課

3

障害者（児）居
宅介護サービス
（ホームヘル
プ）

介護を必要とする心身障害者（児）に対
し、身体介護、家事援助など日常生活を
支援するホームヘルパーを派遣します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　1,209人
給付金額　75,479,000円

支給決定者数　131人
給付金額　77,238,600円

Ａ 障害福祉課

4
日常生活用具給
付等事業

在宅の心身障害者(児)に対し、特殊寝台等
の日常生活用具を給付又は貸与し、日常
生活を支援します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　1,270件
給付金額　13,888,000円

給付件数　1,098件
給付金額　12,760,338円

Ａ 障害福祉課

5
障害者（児）お
むつ等助成事業

常時臥床の状態又はこれに準ずる状態の
心身障害者（児）におむつ等を助成しま
す。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付者数　65人
給付金額　4,696,000円

給付者数　59人
給付金額　4,770,547円

Ａ 障害福祉課

6
小児精神障害者
入院医療費助成

精神科の入院治療を必要とする18歳未満
の者に対し入院医療費を助成します。

継続
精神科病床における入院医療費につい
ての自己負担額を一部助成します。

給付者数　0人
予算措置は行った

Ｃ

給付希望者がいな
かったため。引き
続き広報等で周知
を行う。

障害福祉課

7

生活介護・地域
活動支援セン
ター「れんげ
園」の運営

就業が困難な心身障害者（児）に対し、
社会的自立に必要な訓練、指導を行うと
ともに、創作的活動又は生産活動の機会
を提供します。

継続

必要な人に適切な支援を実施します。
生活介護延べ利用者数　6,700人
地域活動支援センター延べ利用者数
1,200人

生活介護支給決定者数　　　　101人
給付金額　　　　　218,492,064円

地域活動支援センター支給決定者数
　　　　　　　　　　　　　　　 6人

Ａ 障害福祉課

8
日中一時支援事
業の実施

障害者（児）の日中における活動・訓練
の場を確保し、在宅で介護をしている家
族の一時的な休息を支援する日中一時支
援事業を実施します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　20人
給付金額　95,000円

支給決定者数　16人
給付金額　72,770円

Ｂ 障害福祉課

9
通級指導学級
（情緒障害）の
設置

小中学校に設置した通級指導学級で、自
閉症や注意欠陥・多動性障害、心因的な
不登校等情緒的な課題のある児童・生徒
への特別な教育的支援を行います。

継続

小・中学校５校に設置した通級指導学
級で、自閉症や注意欠陥・多動性障
害、心因的な不登校等情緒的な課題の
ある児童・生徒に対して、きめ細かく
個別の教育的支援を行います。また、
全特別支援学級担任教員を招集する連
絡会を各学期１回開催し、必要事項の
指示伝達や情報交換等を行います。

　「福生市特別支援教育推進計画第三
次計画」に基づき、小・中学校に設置
した通級指導学級で、児童・生徒一人
一人の実態や特性に応じた教育的支援
を行った。
　また、特別支援学級連絡会を年３回
開催し、各特別支援学級の現状や課題
について協議するとともに、他市の自
閉症・情緒障害学級の視察やWISK-Ⅳ
の活用に向けた講義及び協議を行っ
た。
在籍児童・生徒数　137人（小学校３
校、中学校２校）

Ａ 教育支援課

番号 事　　業　　名 事　業　の　内　容 方向性 担当課平成27年度　事業目標 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

8



10
教育・保育施設
での障害児の受
け入れ

幼稚園、認定こども園、保育所では、集
団生活になじむことが可能な障害児を受
け入れ、健常児とともに幼児教育、集団
保育を実施することにより、健全な社会
性の成長発達を促進します。また、障害
児を抱える保護者の就労を支援します。

継続
市内4幼稚園、16保育施設等において
障害児の受け入れを行います。

市内認可保育所13箇所、幼稚園２箇所
で受け入れを行った。

Ｂ
子ども育成
課

11
学童クラブの障
害児受入

全ての学童クラブにおいて、集団生活に
なじむことが可能で、かつ通所すること
ができる障害児を受入れます。

継続
市内学童クラブ12箇所において、積極
的な障害児の受入を行います。

市内学童クラブ12箇所で実施
障害児50人の受入を行った。

Ａ
子ども育成
課

12
重度身体障害者
（児）住宅設備
改善費給付事業

重度身体障害者（児）に対して、住宅の
設備改善に要する経費を給付し、自立し
た在宅生活が送れるよう支援します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　3件
給付金額　1,973,000円

給付件数　４件
給付金額　3,255,000円

Ａ 障害福祉課

13
児童館における
障害児対象事業

障害児に集団で遊ぶ機会を与え、その遊
びを通して社会性の基礎を養うととも
に、孤立しがちな保護者同士の交流を図
り、親子が共に成長できる機会を提供し
ます。また、兄弟姉妹への支援も行いま
す。

継続

児童館3館で実施します。
障害児放課後デイサービス「歩っ歩」
等の利用児童・生徒と児童館利用の児
童生徒との交流事業を実施し、集団で
遊ぶ機会を提供します。
３館合同で出張児童館事業を実施しま
す。

障害児対象３館合同事業を実施　２回 Ａ
子ども育成
課

14 障害児相談事業

障害児に関する知識と経験を持つ専門職
員を地域子育て支援事業を実施する施設
等に配置し、障害児が社会で自立できる
よう継続的な相談や支援をします。

継続

障害児に関する知識と経験を持つ専門
職員が必要なことから、障害福祉課や
子ども家庭支援センター等が実施する
他の相談事業と連携することによる相
談体制の充実を検討していきます。

児童館３館で子育て相談事業実施、年
３回保健師による相談事業実施

Ａ
子ども育成
課

15
障害児の入浴
サービス

自宅の浴室等で入浴困難な在宅の重度身
体障害児に福祉センターの特殊浴槽を活
用した入浴サービスを提供し、身体の清
潔を保つとともに、家族の介護等の軽減
を図ります。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　延べ　52回
給付金額　260,000円

支給決定者数　0人
予算措置は行った。

Ｃ

給付希望者がいな
かったため。引き
続き広報等で周知
を行う。

障害福祉課

16
重度身体障害者
（児）訪問入浴
サービス

自宅の浴室等で入浴することが困難な在
宅の重度身体障害者（児）の身体の清潔
の保持と心身機能の維持等を図るため、
自宅等に入浴車を派遣し、訪問入浴サー
ビスを提供します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　延べ　108回
給付金額　1,350,000円

支給決定者数　3人
給付金額　710,784円

Ｂ 障害福祉課

17
児童発達支援事
業

日常生活における基本的な動作の指導、
知識技術の付与、集団生活への適応訓練
を行います。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　80人
給付金額　5,040,000円

支給決定者数　９人
給付金額　6,101,546円

Ａ 障害福祉課

番号 事　　業　　名 事　業　の　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課
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18
医療型児童発達
支援事業

肢体不自由の障害児に対して日常生活に
おける基本的な動作の指導、知識技術の
付与、集団生活への適応訓練及び治療を
行います。

継続
治療を行いながら、動作指導等適応訓
練のサービスを提供します。

支給決定者数　１人
給付金額　20,835円

Ａ 障害福祉課

19
放課後等デイ
サービス

放課後・休日や夏休み等の長期休暇中
に、生活能力向上のために必要な訓練、
社会との交流の促進等の支援を行いま
す。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　375人
給付金額　24,216,000円

支給決定者数　36人
給付金額　34,624,141円

Ａ 障害福祉課

20 補装具費の交付

身体機能を補完し、又は代替し、かつ、
長期間にわたり継続して使用されるもの
で義肢、装具、車椅子等を給付又は貸与
し、日常生活を支援します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　137件
給付金額　14,488,000円

給付件数　164件
給付金額　14,768,237円

Ａ 障害福祉課

21
自動車ガソリン
券費用の助成

心身障害者（児）が日常生活の利便およ
び拡大を図るため利用する自動車のガソ
リンの費用の一部を助成します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
助成人数　465人
助成金額　9,000,000円

助成人数　478人
助成金額　8,774,000円

Ａ 障害福祉課

22
中等度難聴児発
達支援事業

両耳の聴力レベルが30ｄＢ以上であり、
身体障害者手帳交付の対象となる聴力で
はないが、補聴器の装用により、言語の
習得等一定の効果が期待できる児童に対
し、購入費の一部を助成します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
利用台数　３台
助成金額　411,000円

利用台数　０台
予算措置は行った。

Ｃ

給付希望者がいな
かったため。引き
続き広報等で周知
を行う。

障害福祉課

23
保育所等訪問支
援

保育所等を利用中の障害児に対して、利
用する保育所等を訪問し、集団生活への
適応のための専門的な支援を行います。

継続
保育所等内での集団活動に適応できる
よう、個の特性に合わせた対応方法の
助言、支援を行います。

支給決定者数　1人
給付金額　　　0円

Ａ 障害福祉課

市内保育園・幼稚園を教育支援チーム
「つむぎ」の３名の臨床心理士が発達
の側面から特別支援教育を必要とする
児童・生徒の早期発見のため、各園を
年４回、巡回相談を実施します。また
学童クラブは児童・生徒支援チーム
「つばさ」の４名の臨床心理士及び教
育相談員が学期に１回巡回相談を実施
します。

教育支援課

教育支援課が行う、臨床心理士による
保育園16園、幼稚園4園、学童クラブ
10か所への巡回相談が、円滑に実施で
きるよう、連絡・調整等の支援を行い
ます。

子ども育成
課

保育園・幼稚園は４～５回巡回相談を
実施、行動観察および保育士や保護者
への助言を行った。巡回で課題を見
取った104名を小学校に引き継ぎ、内
33名が就学相談につながった。学童ク
ラブは学期に１回の巡回を実施し、指
導者への助言を行うと共に必要に応じ
て、情報を学校につなげ、解決への連
携を図った。

Ａ

番号 事　　業　　名 事　業　の　内　容 方向性

臨床心理士が保育所・幼稚園・学童クラ
ブ等を巡回訪問し、子どもの発達等に関
する問題について、保護者、職員から直
接相談を受け、個別支援から就学支援に
向けた取り組みを行います。

24
臨床心理士の巡
回相談

平成27年度　事業目標 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課

継続
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基本施策３　外国人家庭に対する対応

1
外国籍保護者の
ための日本語通
訳事業

日本語能力の不十分な外国籍保護者に対
して、通訳者を配置し、母国語で相談・
支援を実施します。

継続
英語・タイ語・スペイン語・中国語・
ネパール語・タガログ語の通訳者を配
置し、必要時相談・支援を行います。

外国籍の保護者に対して通訳者を派遣
し相談・支援を行った。

Ａ
子ども家庭
支援課

2
日本語適応指導
事業

日本語指導が必要な児童・生徒に対し
て、日本語適応指導の講師を配置する等
して、ニーズに応じた支援を行います。

継続

これまでの取組みを継続し、日本語指
導を必要とする児童・生徒の授業支援
を目的として、支援を必要とする学校
に日本語適応支援員を配置します。
また、加えて、市立中学校には日本語
学級がないことから、市内NPO法人と
協働して、中学生を対象とした生活言
語、学習言語習得のための支援体制を
作ります。

継続取組。日本語指導を必要とする児
童・生徒の授業支援を目的として、支
援を必要とする学校に日本語適応支援
員を配置し、支援を行いました。
また、市立中学校については日本語学
級がないことから、市内ＮＰＯ法人に
委託を行い生活言語、学習言語習得の
ための支援を行いました。

Ａ 教育指導課

3
多言語によるパ
ンフレットの作
成

　外国人家庭に対して、市が発行する各
種パンフレットの外国語版（英語・中国
語・韓国語・スペイン語・ポルトガル語
等）を作成します。

継続

市が発行する各種パンフレットの外国
語版（英語・中国語・韓国語・スペイ
ン語・ポルトガル語等）を作成するこ
とで、外国人家庭に対する支援を行い
ます。

外国人のための生活便利帳により、外
国人家庭に対する支援を行った。

Ａ 全課

施策の方向５　子どもの放課後の居場所づくり
基本施策１子どもの居場所づくり

児童館３館で実施
中高校生対象事業３事業
（延べ参加人数　109人）
小学生対象事業　40事業
（延べ参加人数　5,130人）
全年齢対象事業　34事業
（延べ参加人数　3,352人）

子ども育成
課

夏休み等を利用して自然体験教室など
子どもたちを対象とした講座・教室等
を実施した。（８コース37回、延べ参
加人数484人）

公民館

2
公園、児童遊園
等の整備

子どもが自然とのふれあいや遊びを通し
て成長できるよう、公園や児童遊園の整
備充実に努めます。

継続

公園内樹林地の整備を行うことによ
り、子どもから高齢者までの市民の誰
もが、安全で安心した自然環境に触れ
合えるような施設の整備をしていきま
す。

緑地整備工事
・工事費　　11,944,692円
・整備箇所（日光橋公園、下の川せせ
らぎ
遊歩道公園、中福生公園、熊川公園）
・樹木の剪定、林床整備等を実施

Ａ 道路公園課

担当課

Ａ

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課事　　業　　名番号 事　業　内　容 平成27年度　事業目標

充実

方向性 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

事　業　内　容 平成27年度　事業目標番号 事　　業　　名

1
児童館・公民館
事業の充実

児童館、公民館などを活用し、子ども、
特に中学生、高校生を対象とした居場所
づくりを進めます。

児童館において、中高生対象事業を実
施します。

夏休み等を利用して自然体験教室など
子どもたちを対象とした講座・教室等
を実施します。（８コース）

方向性
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3 図書館の充実
　図書館専用ホームページを利用し、イ
ンターネットにより乳幼児・児童・中高
生へ図書館情報を発信します。

充実

図書館ホームページより、子ども向け
各種イベントの情報提供を行います。
また「こどもページ」では、図書館職
員のおすすめする本の紹介ページ、中
高生を対象とした「ヤングアダルト
ページ」では、中高生自身が作成する
「いろは新聞」や図書館職員、中高生
がおすすめする本の紹介ページの更新
を行います。

・図書館ホームページより、各種イベ
ントの情報提供お実施
・こどもページでのすいせん図書紹介
（年１回）
・ヤングアダルトページでの「いろは
新聞」更新（年２回）
・ヤングアダルトページでの「図書館
からのおすすめ」更新（年５回）

Ａ 図書館

子ども育成
課

道路公園課

5 学童クラブ事業

小学校生を対象に市内12クラブで放課後
対策として、学童クラブを実施します。
軽度の障害児の受入を充実します。ま
た、ふっさっ子の広場事業との連携を図
るとともに公共施設の活用について検討
します。

充実
積極的な児童の受入を行い、待機児童
の減少に努めます。

12箇所　294日開所
受入可能児童数　619人
月平均登録児童数　520人
障害児受入50人
年度末時点入所保留児16人

Ａ
子ども育成
課

6
学童クラブの延
長育成事業

市内全12クラブで実施します。 継続

12学童クラブで延長育成事業を実施し
ます。
定期利用　　（午後6時～午後7時）
不定期利用
　　　　（午前8時～午前8時30分）
　　　　（午後6時～午後6時30分）
　　　　（午後6時30分～午後7時）
春・夏休み定期利用
　　　　（午前8時～午前8時30分）
指定管理者自主事業として、午後７時
～午後８時の延長育成も実施します。

12学童クラブで延長育成事業を実施し
た。

Ａ
子ども育成
課

7
ふっさっ子の広
場

学校施設を活用し、安全な見守りのも
と、多くの友だちや異学年との関わりの
中で、集団ルール等の社会性や自主性、
協調性などを身につけ、子どもたち一人
一人を健やかに育てていきます。また、
学童クラブ事業との連携を図ります。

充実

安全な見守りのもと、多くの友だちや
異学年との関わりの中で、集団ルール
等の社会性や自主性、協調性などを身
につけ、子どもたち一人ひとりを健や
かに育てていくことを目的に、更なる
事業の充実を図ります。

登録サポーターによるイベントの増
加・充実
職員のスキルアップを図る研修・各種
講演会等の実施、参加
放課後子ども総合プランに基づく学童
クラブ事業との連携

市内全７小学校で実施
実施日数　延べ1,675日
参加児童数　延べ46,544人
サポーター（ボランティア）登録者数
５５２人
登録サポーターは前年に比べ46人増加
指導員によるプロジェクトチームを作
り、広場の抱える課題について考える
機会を設けた。
学童クラブ事業との連携を図る為、合
同の研修やイベントを行った。
合同職員研修 ２回
合同イベント ２箇所で各１回

A
生涯学習推
進課

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

番号

検討

事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 担当課

プレイパーク
（冒険遊び場）
の創造

従来の公園活用方法と異なり、子どもた
ちの自己責任のもとで創造力を工夫して
遊びを創り出す、プレイパークの在り方
や、既存の公園などの活用について市民
との協働で検討します。

市民参加のプレイパークを考える会及
び庁内プレイパークPTにおいて会議を
開催し、プレイパーク(冒険遊び場)事業
実施に向け検討を行います。複数回、
試験的に一日プレイパークを実施しま
す。

プレイパークを考える会会議　13回

一日プレイパークの実施
平成27年11月23日（月）
原ヶ谷戸どんぐり公園

Ａ

事　　業　　名

4
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8 福生水辺の楽校

子どもたちの居場所でもある「川の志民
館」を活動拠点とし、水辺の体験学習や
環境学習を通じて、子どもたちが自然と
環境の大切さを体感することができる機
会の充実を図るとともに、豊かな人間性
を育むために「福生水辺の楽校事業」を
推進します。

継続

福生水辺の楽校「多摩川で遊ぼう」を
13回実施。参加者延べ400人以上とし
ます。
福生水辺の楽校「多摩川サポーター
ズ」を4回実施。参加者延べ80人以上
とします。

福生水辺の楽校「多摩川で遊ぼう」を
9回実施（雨天中止4回）。参加者延べ
355人。
福生水辺の楽校「多摩川サポーター
ズ」を３回実施（雨天中止１回）。参
加者延べ48人。

Ｂ 環境課

基本目標２　母と子の健康を守り増進する
施策の方向１　子どもや母親の健康の確保

基本施策１　妊娠・出産・育児に対する不安の解消

1
母子健康手帳交
付

妊娠届出を行った妊婦に対して交付しま
す。妊産婦健康診査、乳幼児健康診査の
結果及び予防接種の記録等を記載してい
き、後の保健指導等の参考とします。交
付時には、保健師が面接します。

継続
妊娠届出をした妊婦全員へ母子健康手
帳を交付し、相談指導を行います。

437人に対して母子健康手帳を交付
し、全員に対し個別面接による相談や
指導を実施した。

Ａ 健康課

2 パパママクラス
妊婦及び配偶者等を対象に出産や育児に
関する正しい知識の啓発と普及を図りま
す。

継続 20組/回×６コース　120組
これから赤ちゃんを迎える妊婦及びそ
の家族に対して6コース（各コース５
日間）実施し、参加人数は延べ425人

Ａ 健康課

3
妊産婦・新生児
訪問指導

妊産婦の心や身体の相談、子どもの発育
や育児等、助産師や保健師が家庭を訪問
し相談に応じます。

継続 100％の訪問率に努めます。
妊産婦393人、新生児396人に対して
訪問指導を行った。訪問率91.5％

Ａ 健康課

4
低出生体重児の
届出・未熟児訪
問指導

未熟児の育児上重要な事項について、家
庭訪問のうえ、適切な指導・助言を行い
ます。

継続
低出生体重児および未熟児に対して全
数訪問します。

低出生体重児の届出38件
未熟児訪問指導　５回

Ａ 健康課

5
乳児家庭全戸訪
問事業
（再掲）

乳児のいるすべての家庭を訪問すること
により、子育てに関する情報の提供、乳
児及びその保護者の心身の状況や養育環
境の把握、養育についての相談を行いま
す。

継続
継続実施します。
100％の訪問率に努めます。

家庭訪問対象416件に対し、399件の
家庭訪問を実施した。訪問率95.9％

Ａ 健康課

6 子育て教室
子どもの保護者を対象に子育て教室を開
催し、知識の啓発と普及を図るとともに
相談指導を行います。

継続

すくすくベビークラス　ねんねの頃４
コース　おすわりの頃３コース　120
組以上
離乳食教室　12回　参加者120組以上
講演会　３回　100組以上

すくすくベビークラスを7回実施し、
124人参加
離乳食教室12回実施し139人参加
講演会4回開催　136人参加

Ａ 健康課

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性

方向性番号 事　　業　　名 事　業　内　容 担当課平成27年度　事業目標

平成27年度　事業目標 担当課平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題
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7 育児相談
乳幼児の保護者を対象に助産師、保健
師、栄養士による育児相談を実施しま
す。

継続
保健センターおよび子ども応援館で実
施します。
22回実施

23回実施し、相談人数延べ323人 Ａ 健康課

8 心理相談
１歳６か月・３歳児健康診査時に臨床心
理士による子ども相談を実施します。

継続 24回実施 24回実施し、相談人数延べ70人 Ａ 健康課

9
三歳児経過観察
健康診査（子ど
もグループ）

幼児がグループで遊ぶ機会を設け、成長
度、発達度等を観察し、適切な指導を行
います。

継続 36回実施

36回実施
参加者　大人　実13人　延べ212人
　　　子ども　実14人　延べ206人

Ａ 健康課

10
産前・産後支援
ヘルパー事業

育児、家事等の支援を必要とする妊産婦
のいる世帯に対して、家事等の援助を行
うヘルパーの派遣を行います。

新規

産前・産後支援ヘルパーが訪問し、産
前・産後の生活をサポートすること
で、家族の精神的・肉体的負担を軽減
し、安心して子どもを産み育てること
が出来る子育て支援の充実を図りま
す。また、孤独な子育てをしている家
庭の掘り起こし等の早期発見に努めま
す。

広報、ホームページや妊娠届出時、パ
パママクラスなどでＰＲを行った。
8件、延43日の利用があった。

Ａ
子ども家庭
支援課

基本施策２　子どもや母親の健康づくり

1
母子保健連絡協
議会

母子保健連絡協議会において、母子保健
に関する基本的事項を協議し、母子保健
施策の効果的な推進を図ります。

継続 ２回実施します。
2回開催し、母子保健の現状報告及び
協議を行い、情報の共有を図った。

Ａ 健康課

2
母子健康手帳交
付
（再掲）

妊娠届出を行った妊婦に対して交付しま
す。妊産婦健康診査、乳幼児健康診査の
結果及び予防接種の記録等を記載してい
き、後の保健指導等の参考とします。交
付時には、保健師が面接します。

継続
妊娠届出をした妊婦全員へ母子健康手
帳を交付し、相談指導を行います。

437人に対して母子健康手帳を交付
し、全員に対し個別面接による相談や
指導を実施した。

Ａ 健康課

3 妊婦健康診査
母子健康手帳交付時に受診を勧奨し、妊
婦の疾病等の早期発見、早期治療を目的
に実施します。

継続
妊娠届出をした妊婦全員に実施しま
す。

妊婦健康診査受診件数　延べ5,681件
里帰り等妊婦健康診査受診件数　延べ
285件

Ａ 健康課

4
妊婦歯科健康診
査

母親学級の開催に併せて、妊婦歯科健康
診査を実施します。

継続 ６回実施　受診者50人以上とします。 6回実施　受診者45人 Ａ 健康課

担当課

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標方向性番号
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5
妊産婦・新生児
訪問指導
（再掲）

妊産婦の心や身体の相談、子どもの発育
や育児等、助産師や保健師が家庭を訪問
し相談に応じます。

継続 100％の訪問率に努めます。
妊産婦393人、新生児396人に対して
訪問指導を行った。訪問率91.5％

Ａ 健康課

6 産婦健康診査
産婦の疾病等の早期発見、早期治療を目
的に３か月児健康診査と同時に実施しま
す。

継続 12回実施　受診率100%に努めます。 12回実施　受診率95.8％ Ａ 健康課

7 乳幼児健康診査
乳幼児を対象に身体測定、診察、栄養相
談などを総合的に行い疾病等の早期発見
に努め、適切な指導を行います。

継続

３か月児　受診率100%に努めます。
６か月児　受診率100%に努めます。
９か月児　受診率100%に努めます。
１歳６か月児　受診率100%に努めま
す。
３歳児　　受診率100%に努めます。

３か月児　受診率95.9%
６か月児　受診率84.9%
９か月児　受診率82.3%
１歳６か月児　受診率91.8%
３歳児　　受診率91.1%

Ｂ 健康課

8
乳幼児経過観察
健康診査

乳幼児健康診査等で要経過観察となった
乳幼児を対象に健康診査を実施し、疾病
等の早期発見に努め、適切な指導を行い
ます。

継続 12回実施 12回実施し、受診者延べ160人 Ａ 健康課

9
乳幼児発達健康
診査

発達の遅れの疑いのある乳幼児を対象に
健康診査を実施し、疾病等の早期発見に
努め、適切な指導を行います。

継続 12回実施 12回実施し、受診者延べ65人 Ａ 健康課

10
乳幼児歯科健康
診査

乳幼児を対象に歯科健康診査を実施し、
歯科健康教育、保健指導、予防処置を行
い、虫歯の罹患率を下げていきます。

継続

１歳６か月児健康診査　12回実施　受
診率90％以上
３歳児健康診査　12回実施　受診率
90％以上
乳幼児歯科健康診査　23回実施　受診
者延べ800人以上

１歳６か月児健康診査　12回実施　受
診者390人　受診率91.8％
３歳児健康診査　12回実施　受診者
359人　受診率91.1％
乳幼児歯科健康診査　23回実施　受診
者延べ768人

Ａ 健康課

11 幼児体操教室
幼児の健康増進、保護者の交流を図るた
め、マット、フープ（輪）、鉄棒、跳び
箱等を使用し、体操教室を開催します。

継続

中央体育館事業：キッズ体操３～５、
親子体操等４教室
熊川地域体育館：幼児体操、ベビとも
体操、すくすく親子体操、親子フラダ
ンス、わくわく幼児体操等８教室
福生地域体育館：幼児体操（年少・年
中・年長）　３教室

中央体育館　　キッズ体操３～５、親
子体操等４教室　全120回　延べ参加
者数1,477人
熊川地域体育館　　幼児体操、ベビと
も体操、すくすく親子体操、親子フラ
ダンス等10教室　全229回　延べ参
加者数2,028人
福生地域体育館　　幼児体操（年少・
年中・年長）　3教室　全129回　延
べ参加者数1,938人

Ａ
スポーツ推
進課

担当課平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標
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12
体育館託児付き
事業

フラダンス、エアロビクス等の教室を開
催し、保護者のストレス解消及び健康増
進を図ります。

継続

福生地域体育館
楽しいフラダンス、骨盤コア、シェイ
プアップヨガ等４事業及びバドミント
ン、インディアカ競技利用者に対し実
施します。

福生地域体育館事業
フラダンス、エアロビクス等４教室及
びバドミントン・ビーチボール等の競
技利用に対し実施　全292回　延べ参
加者数2,964人

Ａ
スポーツ推
進課

基本施策３　食育の推進

1
食に関する相
談・指導

妊産婦、乳幼児の保護者を対象に乳幼児
の年齢に応じたバランスのとれた食事の
作り方、栄養指導を行い、乳幼児期から
の良い食習慣づくりや楽しく食事のでき
る環境づくりなど食に関する学習の推進
を図っていきます。パパママクラス、育
児相談、乳幼児健康診査時に集団及び個
別指導（アレルギーなど）を実施しま
す。

継続

パパママクラス　６コース実施
３か月児健康診査　12回実施
1歳６か月児健康診査　12回実施
３歳児健康診査　12回実施
育児相談　22回実施
離乳食教室　12回実施
幼児食教室　１回実施

パパママクラス、各種健康診査時、育
児相談、離乳食教室等で集団及び個別
指導を実施。また、幼児食講演会を実
施し、34人の参加があった。食育講演
会を実施し、23人の参加があった。

Ａ 健康課

2 離乳食教室
離乳食教室を開催し、適切な離乳食の作
り方、離乳の進め方を指導します。

継続
12回実施　参加者120組以上としま
す。

12回実施　参加者139人 Ａ 健康課

施策の方向２　小児医療・思春期保健対策の充実
基本施策１　小児医療の充実

1
乳幼児医療費助
成制度

義務教育就学前の児童を養育している方
に、健康保険診療の自己負担額を助成し
ます。（所得制限なし）

継続
対象児童数　2,541人、　医療費助成
額　 84,065千円

対象児童数　2,750人
医療費助成額　83,348,294円

Ａ
子ども育成
課

2 小児医療の充実
乳幼児に対する医療の充実を図るため、
小児科医の確保を関係機関へ要請してい
きます。

継続
継続実施します。
引き続き小児科医の確保について、関
係機関へ要請していく。

これまで、福生市医師会に対し小児医
療の充実を図るため、小児科医の増員
を要望している。

Ａ 健康課

3
東京都医療機関
案内サービス

夜間、休日の医療機関案内（コンピュー
タによる自動応答サービス）や病気やケ
ガの際の対処、病気や子育ての基礎知識
についての情報を都のホームページで提
供しています。

継続
市のホームページで情報提供を行いま
す。

市のホームページで情報提供を行っ
た。

Ａ 東京都

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標

事　　業　　名 事　業　内　容

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課

27年度C・D評
価の理由・課題

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

方向性

平成27年度　事業目標 担当課

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 担当課平成27年度　事業目標

方向性番号
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基本施策２　思春期保健事業の推進

1
心の健康に関わ
る専門医の配置

精神医療に従事する専門医を配置して
小・中学校を巡回し、児童・生徒の精神
的健康の増進を図ります。

継続

精神保健医（小児科医）が各学校を年
１回巡回訪問し、教職員や保護者に対
して児童・生徒の心の健康に係る専門
的なアドバイスを行い、児童・生徒の
健全育成を図ります。

計画通り、各校１回の訪問を実施。事
前に各校が挙げた児童・生徒を中心に
専門的な見取りと対応に対する助言を
教員、保護者に行った。対象となった
児童・生徒54名。

Ａ 教育支援課

2
教育相談室の臨
床心理士による
学校の巡回

教育相談室の臨床心理士が小・中学校を
巡回し、教職員への助言や、保護者、本
人との相談、必要によって関係機関との
連携を図ります。

継続

児童・生徒支援チーム「つばさ」４名
の臨床心理士及び教育相談員が心理の
側面から保護者、児童・生徒の心のケ
アを行うため、随時小中学校を巡回し
て相談を実施し、個々に適した支援を
行う。

学校からの要請も含め、各校3回～4回
の巡回を実施。該当児童・生徒を行動
観察し、教員、保護者への助言を行っ
た。保護者への助言から、相談室や病
院につながったケースも出ている。

Ａ 教育支援課

3
アドバイザリー
スタッフの配置

不登校児童・生徒へのアプローチとし
て、学生等のアドバイザリースタッフを
採用し、教育相談補助として活用しま
す。

継続

不登校児童・生徒への対応について、
各学校に家庭と子どもの支援員及びア
ドバイザリースタッフを適宜派遣し、
必要な支援を行うことにより、不登校
の改善を図ります。

家庭訪問や校内相談室での学習指導
等、不登校の児童・生徒一人一人の状
況に応じた取り組みを行い、校内相談
室登校や学校適応支援室、スクールカ
ウンセラー定期的カウンセリングにつ
なげた。

Ａ 教育支援課

4
学校適応支援室
の活用

学校適応支援室において、不登校児童・
生徒の自立を支援します。

継続

学校適応支援室に通級する児童・生徒
一人ひとりに対して、在籍校と緊密に
連絡を取り合いながら、きめ細かい指
導を行い、学校復帰を目指します。

学校との定期的な連絡会と学校の授業
に準じたカリキュラムの実施、この二
点の改善を基盤に児童・生徒一人一人
の状況に応じた個別指導と学校復帰へ
のプログラムを実施し、3名の生徒が
学校に復帰した。

Ａ 教育支援課

5
スクールソー
シャルワーカー
の配置

　不登校や問題行動等の学校への不適応
状態がある児童・生徒に対する支援を総
合的・専門的に行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置します。

継続

スクールソーシャルワーカーが必要に
応じて学校及び地域関係機関等と連携
することにより、昼夜を問わず保護者
に対して効果的な働きかけや支援を行
い、児童・生徒の生活環境の改善及び
安定を図ります。

校内支援員会からの情報を基に、主任
児童委員や子ども家庭支援センターと
連携して家庭訪問による保護者支援や
登校支援等を実施。虐待の未然防止や
生徒の家庭内暴力の抑止・改善、不登
校生徒の定時制高校進学等に成果を得
た。支援家庭25件。

Ａ 教育支援課

6
児童館での相談
機能の充実

子どもたちが抱える悩みを気軽に相談で
きるよう、日ごろから子どもたちに関
わっている職員が相談に応じます。

継続
児童館で実施している子ども会議で、
日ごろ子どもたちが考えていることな
どの相談に対応します。

児童館で実施している子ども会議で日
ごろ子どもたちが考えていることなど
の相談に対応している。
（子ども会議：年４回実施）

Ａ
子ども育成
課

方向性 担当課平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標
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思春期の子を持つ保護者及び関係機関
の方を対象に、思春期に関する内容の
講演会を実施し、31人の参加があっ
た。

健康課

小中学校における「保健」の授業にお
いて、思春期の概念や向き合い方等を
取り扱いました。また、全校に配置さ
れたスクールカウンセラーを有効に活
用し、子ども達の様々な悩みに応えら
れる学校環境を継続整備したほか、教
育相談室とも連携して、子ども達や保
護者の悩みに寄り添える体制を継続整
備しました。

教育指導課

小学5～6年生を対象とした教室。7校
中希望があった5校（11クラス）にお
いて実施した。受講者330人

健康課

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回喫煙防止教室を実施し、
内容の充実に努めました。

教育指導課

11月1日（日）に開催した健康まつり
に出展し、薬物乱用防止について啓発
活動を行った。

Ａ 健康課

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回薬物乱用防止教室を実施
し、内容の充実に努めました。

Ａ 教育指導課

10 飲酒防止教室
小学校へ出向き、飲酒が体に与える影響
を啓発し、飲酒の防止に努めます。

継続
１０回以上実施　受講者延べ310人以
上とします。

小学5～6年生を対象とした教室。7校
中希望があった5校（11クラス）にお
いて実施した。受講者315人

Ａ 健康課

Ａ

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

7

27年度C・D評
価の理由・課題

ふっさ健康まつりなどにおいて薬物の危
険性を周知させ、乱用防止に努めます。
また、学校における「保健」の授業の中
で薬物乱用防止について学習します。

継続

継続実施します。
健康まつりで薬物乱用防止についての
啓発活動を実施予定。

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回薬物乱用防止教室を実施
し、内容の充実に努めていきます。

思春期の子を持つ保護者、関連機関の
方を対象とした思春期に関する講演会
を１回実施予定
思春期の子どもやその保護者に対して
講演会等を行います。また、小中学校
では、「保健」の授業において、思春
期の概念や向き合い方等を取り扱いま
す。
全校に配置されたスクールカウンセ
ラーを有効に活用し、子ども達の様々
な悩みに応えられる学校環境を継続し
て整えていくほか、教育相談室とも連
携して、子ども達や保護者の悩みに寄
り添える体制を作ります。

Ａ

小学校へ出向き、喫煙が体に与える影響
を啓発し、喫煙の防止に努めます。ま
た、中学校では「保健」の授業の中で取
り扱います。

継続

１０回以上実施　受講者延べ310人以
上とします。

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回薬物乱用防止教室を実施
し、内容の充実に努めていきます。

思春期に関する
取り組み

思春期の子どもやその保護者に対して講
演会等を行います。また、小中学校で
は、「保健」の授業の中で取り扱いま
す。

継続

9
薬物乱用防止啓
発運動

8 喫煙防止教室

事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 担当課番号
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基本目標３　子どもの健やかな育ちを支援するまちづくり

施策の方向１　幼児期の学校教育・保育を提供する体制の確保

基本施策１　自立と協同の態度を育む幼児期の学校教育・保育の推進

1
認可保育所によ
る通常保育の実
施

保護者の就労又は疾病等の理由により、
保育の必要性が認められる場合、保護者
の申込みにより保育を実施します。

継続
市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施します。

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施
延べ16,376人

Ａ
子ども育成
課

2
低年齢児保育の
充実

保育所において１歳未満の児童に対して
保育を実施します。

継続
市内認可保育所14箇所,小規模保育事業
２箇所で実施します。

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施
延べ1,533人

Ａ
子ども育成
課

3 一時預かり事業
保護者が傷病・リフレッシュ等により、
児童を家庭で監護できない場合、一時的
に保育ができるよう充実を図ります。。

充実

市内認可保育所14箇所で実施します。
また、一定期間継続的に児童を預かる
定期利用保育を認可保育所１箇所で実
施します。

一時預かり事業市内認可保育所14箇所
で実施。延利用日数504日
定期利用保育を認可保育所１箇所で実
施。延利用日数138日

Ａ
子ども育成
課

4
訪問型一時預か
り事業の実施

保護者が傷病等により、児童を家庭で監
護できない場合、保育士等が一時的に家
庭を訪問して保育を実施する事業を検討
します。

検討
訪問型一時預かり事業について検討し
ます。

先進事例を収集し、検討した。
なお、現在は、ファミリー・サ
ポートセンター事業で対応してい
る。

Ｂ
子ども育成
課

5 延長保育事業

保護者の就労形態の多様化に対応するた
め、19 時（１時間延長）までの延長保
育を実施します。また、一部の保育所で
は20 時（２時間延長）まで実施しま
す。

継続
市内認可保育所11箇所で1時間延長を
実施、市内認可保育所３箇所で2時間延
長を実施します。

市内認可保育所11箇所で1時間延長、
３箇所で2時間延長を実施

Ａ
子ども育成
課

6 休日保育事業
保護者が、休日での就労等により児童を
家庭で監護できない場合に対応するた
め、休日保育を実施します。

継続
市内認可保育所２箇所にて実施、うち
１箇所にて年末保育（12月29日～31
日）も実施します。

２箇所にて実施（福生保育園・すみれ
保育園）
延べ利用者数219人

Ａ
子ども育成
課

7 病後児保育

保育所に通所している病気の回復期の児
童を対象に、保育所等で一時的に保育を
実施します。現在、福生保育園及びすみ
れ保育園の２か所で実施しています。。

継続 市内２箇所にて実施します。
２箇所（福生保育園・すみれ保育園）
にて実施
延べ利用者数248人

Ａ
子ども育成
課

8 病児保育
子どもが病気であるために保育所などに
預けられない時に、病院等で保育をしま
す。

新規 市内１箇所にて実施します。
1箇所（病児保育室あんず）にて実施
延べ利用者数417人

Ａ
子ども育成
課

番号 事　　業　　名 担当課平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

平成27年度　事業目標事　業　内　容 方向性
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9 認証保育所事業

多様な保育ニーズに応えるため、認証保
育所（東京都独自の基準を満たす保育事
業所）を保育施設として活用し、保育を
実施します。

継続
市外６園延べ210人に対して保育を実
施します。

市外９園延べ２５３人が利用した。 Ａ
子ども育成
課

10
認可外保育所利
用者補助金
（再掲）

認可外保育所（認証保育所）を利用され
ている方に、認可保育所の保育料と公平
にするため、その差額を補助します。

継続
延べ193人に対して補助を行い保護者
間の公平性を図ります。

延べ191人
補助額4,345,000円

Ａ
子ども育成
課

11
トワイライトス
テイの実施

保護者が夜間まで帰宅できない場合な
ど、子どもの監護が困難な場合、施設等
で平日の夜間（10 時まで）や休日に一
時的に児童をあずかる事業を検討しま
す。

検討
トワイライトステイについて検討しま
す。

実施場所、運営体制等の課題を検
討した。
現在、ショートステイ、ほっと
サービスで対応している。

B
子ども育成
課

12
障害児保育の充
実

軽度の障害児を健常児とともに集団保育
を実施することにより、健全な社会性の
成長発達を促進していきます。

継続
市内４幼稚園、１６保育施設等におい
て障害児の受け入れを行います。

市内認可保育所13箇所（延べ342
人）
幼稚園２箇所（延べ60人）

Ｂ
子ども育成
課

13
乳幼児ショート
ステイの実施

保護者が疾病等により、児童を家庭で養
育できない場合、施設等で短期間（７日
以内）児童をあずかります。

継続

養育が必要な児童に対して、一時的な
保育（日中保育・宿泊保育）を実施し
ます。
※委託料　1,544千円

乳幼児ショートステイ利用者　32件 Ａ
子ども家庭
支援課

14
保育園の園庭開
放

子どもたちが交流できるように、日時等
を指定し園庭を開放します。

継続 市内認可保育所14箇所で実施します。
市内認可保育所14箇所で、園庭・園舎
開放を実施した。

Ａ
子ども育成
課

15 認定こども園

幼稚園と保育所が相互に連携して、子ど
もたちが一体的に教育・保育を受けられ
る施設への移行及び設置を、ニーズ量に
応じて支援します。

継続
市内１園で子どもたちに一体的に教
育・保育を提供します。

市内認定こども園１園で実施
延727人

Ａ
子ども育成
課

16 私立幼稚園

市内の私立幼稚園４園で、幼児の発達を
促す適切な教育環境のもと、それぞれの
時期にふさわしい充実した生活を営み、
発達に必要な活動を自然に受けられる計
画的な教育を推進します。

継続
市内の私立幼稚園4園で幼児期の教育を
推進します。

幼児教育の推進を図った。
市内４園で実施

Ａ
子ども育成
課

17
幼稚園における
預かり保育の充
実

幼稚園における在園児を対象とした預か
り保育の充実を図ります。

継続
市内４園で教育時間前後に実施しま
す。

市内４園で実施 Ａ
子ども育成
課

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標
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18
幼稚園における
園庭・園舎の開
放

地域との交流などを目的に園庭・園舎を
開放します。

継続 市内幼稚園で実施します。
市内４園で実施
園舎・園庭開放を実施した。

Ａ
子ども育成
課

19
幼稚園における
相談情報提供等
事業

養育に関する問題について、保護者から
の相談に応じ、必要な情報の提供及び助
言を行います。

継続
市内４園で保護者からの相談に応じま
す。

市内４園で実施
情報の提供を行った。

Ａ
子ども育成
課

20 プレ幼稚園事業

幼稚園教育課程外の２歳児を対象とした
保育です。子どもの成長に合わせて、無
理なく次の段階(幼稚園教育課程)へ進むた
めの保育を行います。

継続
市内４園で3歳児未満の未就園児教室等
を実施します。

市内４園で実施
３歳未満の保育を実施

Ａ
子ども育成
課

21
保育所・幼稚園
と小学校との連
携

保育所・幼稚園から小学校における教育
へ円滑に移行できるよう、連携を図る体
制を構築します。

充実
学校と就学前に情報交換や児童保育要
録、幼児指導要録の情報提供を行いま
す。

学校と就学前に情報交換や児童要録の
情報提供等を行った。
特別支援教育についての会議に保育
園、幼稚園関係者が出席し、情報交換
を行った。

Ａ
子ども育成
課

22
家庭福祉員制度
（保育ママ）

おおむね３歳未満の児童を保育者（保育
ママ）の居宅において保育するととも
に、就労その他の理由により家庭におい
て保育されることに支障がある方を対象
とする事業を検討します。

検討
家庭福祉員制度（保育ママ）について
検討します。

待機児対策としての効果、保育者
の人材確保や実施場所、連携保育
所の設定等の課題を検討した。

B
子ども育成
課

23
幼稚園における
一時預かり事業

保護者が傷病・リフレッシュ等により、
児童を家庭で監護できない場合、教育時
間前後に一時的に幼稚園で保育ができる
ようにします。

継続
市内４園で在籍児対象の預かり保育を
実施します。また、在園児以外の一時
預かりについて検討します。

幼稚園では教育時間前後に在籍児対象
の預かり保育を実施。また、在園児以
外の一時預かりについては設置を検討
した。

Ａ
子ども育成
課

施策の方向２　幼稚園・保育所・小学校の連携

基本施策１　幼稚園・保育所・小学校の連携

1
保育所・幼稚園
と小学校との連
携（再掲）

保育所・幼稚園から小学校における教育
へ円滑に移行できるよう、連携を図る体
制を構築します。

充実
学校と就学前に情報交換や児童保育要
録、幼児指導要録の情報提供を行いま
す。

学校と就学前に情報交換や児童要録の
情報提供等を行った。
特別支援教育についての会議に保育
園、幼稚園関係者が出席し、情報交換
を行った。

Ａ
子ども育成
課

担当課

平成27年度　実施状況

27年度C・D評
価の理由・課題

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標 担当課方向性
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2
ふっさっ子スタ
ンダードの活用

就学前教育と義務教育期の教育指導・支
援の向上を図るために、学習指導及び生
活指導における、幼稚園・保育園・小中
学校の各発達段階に共通する目標として
策定した「ふっさっ子スタンダード」を
活用していきます。

新規

幼稚園・保育園・小学校･中学校を通じ
た共通目標及び取組みである「学習指
導・生徒指導スタンダード」、学校で
身につけるべき習慣を示した「学び方
スタンダード」や家庭で身につけるべ
き習慣を示した「家庭生活10ヶ条」か
らなる「ふっさっ子スタンダード」を
リーフレットや掲示物・下敷き等にプ
リントして、啓発を図ります。

幼稚園・保育園・小学校･中学校を通じ
た共通目標及び取組みである「学習指
導・生徒指導スタンダード」、学校で
身につけるべき習慣を示した「学び方
スタンダード」や家庭で身につけるべ
き習慣を示した「家庭生活10ヶ条」か
らなる「ふっさっ子スタンダード」を
リーフレットや掲示物・下敷き等で作
成し、啓発を図りました。

Ａ 教育指導課

市内保育園・幼稚園を教育支援チーム
「つむぎ」の３名の臨床心理士が発達
の側面から特別支援教育を必要とする
児童・生徒の早期発見のため、各園を
年４回、巡回相談を実施します。また
学童クラブは児童・生徒支援チーム
「つばさ」の４名の臨床心理士及び教
育相談員が学期に１回巡回相談を実施
します。

教育支援課

教育支援課が行う、臨床心理士による
保育園16園、幼稚園4園、学童クラブ
10か所への巡回相談が、円滑に実施で
きるよう、連絡・調整等の支援を行い
ます。

子ども育成
課

施策の方向３　次代を担う子どもたちの生きる力を育む教育環境等の整備

基本施策１　学力の向上、豊かな心や健やかな体の育成

1
心理相談員の配
置

心理相談員を６名配置し、心理的要因等
に関する相談についての充実を図りま
す。

継続

教育相談室と学校が十分な連携を図
り、児童・生徒及び保護者の相談活動
を実施します。また、定期的に市内の
幼稚園や保育園、小・中学校を巡回訪
問し、必要に応じて適切なアセスメン
ト及び相談業務を実施します。

心理支援チームは153件の相談に応
じ、学校との密な連携により内81件が
改善し相談終了となった。また学期１
回学童クラブの巡回を実施。指導者へ
の助言と共に学校との連携で改善を
図った。教育支援チームは就学、転学
合わせ131名の相談に応じ内87名を
教育支援委員会につなげた。また４～
５回保育園・幼稚園巡回を実施。保育
士・保護者への助言と共に課題を見取
とり、104名の情報を小学校に引き継
いだ。

Ａ 教育支援課

2
心の健康に関わ
る専門医の配置
（再掲）

精神医療に従事する専門医を配置して
小・中学校を巡回し、児童・生徒の精神
的健康の増進を図ります。

継続

精神保健医（小児科医）が各学校を年
１回巡回訪問し、教職員や保護者に対
して児童・生徒の心の健康に係る専門
的なアドバイスを行い、児童・生徒の
健全育成を図ります。

計画通り、各校１回の訪問を実施。事
前に各校が挙げた児童・生徒を中心に
専門的な見取りと対応に対する助言を
教員、保護者に行った。対象となった
児童・生徒54名。

Ａ 教育支援課

担当課平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

保育園・幼稚園は４～５回巡回相談を
実施、行動観察および保育士や保護者
への助言を行った。巡回で課題を見
取った104名を小学校に引き継ぎ、内
33名が就学相談につながった。学童ク
ラブは学期に１回の巡回を実施し、指
導者への助言を行うと共に必要に応じ
て、情報を学校につなげ、解決への連
携を図った。

Ａ

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標方向性

平成27年度　事業目標 担当課

3
臨床心理士の巡
回相談（再掲）

臨床心理士が保育所・幼稚園・学童クラ
ブ等を巡回訪問し、子どもの発達等に関
する問題について、保護者、職員から直
接相談を受け、個別支援から就学支援に
向けた取り組みを行います。

継続

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性
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3
アドバイザリー
スタッフの配置
（再掲）

不登校児童・生徒へのアプローチとし
て、学生等のアドバイザリースタッフを
採用し、教育相談補助として活用しま
す。

継続

不登校児童・生徒への対応について、
各学校に家庭と子どもの支援員及びア
ドバイザリースタッフを適宜派遣し、
必要な支援を行うことにより、不登校
の改善を図ります。

家庭訪問や校内相談室での学習指導
等、不登校の児童・生徒一人一人の状
況に応じた取り組みを行い、校内相談
室登校や学校適応支援室、スクールカ
ウンセラー定期的カウンセリングにつ
なげた。

Ａ 教育支援課

4
学校適応支援室
の活用(再掲）

学校適応支援室において、不登校児童・
生徒の自立を支援します。

継続

学校適応支援室に通級する児童・生徒
一人ひとりに対して、在籍校と緊密に
連絡を取り合いながら、きめ細かい指
導を行い、学校復帰を目指します。

学校との定期的な連絡会と学校の授業
に準じたカリキュラムの実施、この二
点の改善を基盤に児童・生徒一人一人
の状況に応じた個別指導と学校復帰へ
のプログラムを実施し、3名の生徒が
学校に復帰した。

Ａ 教育支援課

5
スクールソー
シャルワーカー
の配置(再掲）

　不登校や問題行動等の学校への不適応
状態がある児童・生徒に対する支援を総
合的・専門的に行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置します。

継続

スクールソーシャルワーカーが必要に
応じて学校及び地域関係機関等と連携
することにより、昼夜を問わず保護者
に対して効果的な働きかけや支援を行
い、児童・生徒の生活環境の改善及び
安定を図ります。

校内支援員会からの情報を基に、主任
児童委員や子ども家庭支援センターと
連携して家庭訪問による保護者支援や
登校支援等を実施。虐待の未然防止や
生徒の家庭内暴力の抑止・改善、不登
校生徒の定時制高校進学等に成果を得
た。支援家庭25件。

Ａ 教育支援課

6
英語教育推進委
員会の設置

国際的な視野に立ち、グローバル化の進
展の中で活躍できる力を育成し、国語力
及び英語力を身に付け、コミュニケー
ション能力の向上を図るため、「英語教
育推進委員会」を設置し、「福生市立学
校英語教育推進計画」（仮称）を策定し
ます。

新規

「福生市英語教育推進計画」を策定す
ることによって、福生市における今後5
年間の英語教育の方向性を具体的に示
します。

市内全小・中学校英語教育担当教員各
１名、担当校長小・中各１名及び教育
委員会事務局3名から構成される「英
語教育推進委員会」を組織し、「福生
市英語教育推進計画」を策定しまし
た。

Ａ 教育指導課

7
郷土資料室の小
学生対象事業

小学生が福生市の自然、歴史、文化につ
いて学ぶ機会として、体験学習や自然観
察会、小学校との連携事業を行います。

継続

昔遊びや自然観察会、施設見学など、
主に小学生を対象にした郷土資料室事
業「わくわく土曜日」を月一回開催し
ます。
市内小中学校の求めに応じ、郷土史等
の出張事業を行います。

小学生対象の体験学習である郷土資料
室事業「わくわく土曜日」を、自然観
察会を含め12回開催した。
市内小学校で民具を用いた郷土史授業
を実施した。

Ａ
生涯学習推
進課

8 学校給食事業

更なる食育の推進や学校給食の目的の達
成を目指し、安全・安心で、栄養バラン
スの取れたおいしい昼食を提供します。
また、中学校完全給食を実施します。

充実

市内小中学校における完全給食実施率
を100％にするため、防災食育セン
ター（災害時対応施設）の整備を行い
ます。平成29年９月の供用開始を目指
し、平成27年度は実施設計を行い、本
体工事に着手します。

災害時において各種設備が確実に稼動
し、平常時において学校給食が円滑に
運営できるよう、具体的で詳細な実施
設計を行い、2月から本体工事に着手
しました。

Ａ 学校給食課

9
食物アレルギー
対応事業

食物アレルギーを持つ児童・生徒に対
し、安全を第一に考慮した代替食等の対
応を実施します。

新規

防災食育センター（災害時対応施設）
が平成29年９月に供用開始されると同
時に実施予定の食物アレルギー対応給
食事業の制度設計、各学校との調整を
行います。なお、実施にあたっては国
の対応指針等を遵守することとしま
す。

７月と11月に「福生市立小・中学校の
学校給食における食物アレルギー対策
検討会」を開催し、学校現場からの意
見を集約しました。

Ａ 学校給食課

2７年度
事業進捗

評価
担当課平成27年度　実施状況

27年度C・D評
価の理由・課題

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標
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10 食育事業

防災食育センター（災害時対応施設）の
整備を行い、見学ホールや研修室を活用
し、学校、食育に係る他の部署等と連携
し食育事業を実施します。また、栄養士
や調理員による学校訪問を継続実施し、
食に関わる者による食育を推進するとと
もに、給食の提供にあたり地場産物を積
極的に採用し「地産地消」を推進しま
す。

新規

第一・第二給食センターの栄養士と調
理員が、月２回（８、３月を除く）各
小学校の１年生と４年生を訪問し、給
食の意義や栄養バランスの大切さなど
を伝え、食育の推進を図ります。
また、地場産物は、小学校では月平均
３回以上（８、２、３月を除く）、中
学校では月平均１回以上（８、２、３
月を除く）使用します。

栄養士及び調理員の訪問回数：29回
※各小学校の１年生・４年生全29クラ
ス
小学校における地場産物使用　月平均
6.7回
中学校における地場産物使用　月平均
0.8回

Ａ 学校給食課

基本施策２　地域ぐるみで子どもを育てる学校づくり

1
学校支援地域組
織事業

学各学校に学校支援コーディネーターを
配置し、学校と支援者であるボランティ
アとの連絡調整をし、学校の教育的ニー
ズと地域の力をつなぎ合わせる活動を行
います

継続

学校支援地域組織事業の推進を図ります。
教育指導課と連携し、学校(教員)と学校支援
コーディネーターとの連携を推進します。
地域の人材発掘と活用を図るための「学校
支援人材バンク」を作成します。

平成23年度事業開始。
平成24年度で小中全10校に学校支援コー
ディネーターの配置を完了。
コーディネーター会議　各学校にて月1回実
施
各校にて学習支援活動や学校環境整備活動
などが行われている。

Ａ
生涯学習推
進課

2
学校評議員の活
用

「開かれた学校」へ向けて、地域からの
学校への期待や要望等の把握、地域との
連携を深めるために、外部評価や学校評
議員会議の充実を図ります。

充実

全小・中学校で学校評議員の会議を組織
的・計画的に開催し、地域の学校への期待
や要望等を積極的に取り入れるとともに、
外部評価の実施結果を学校運営に生かせる
ようにします。

全小・中学校で学校評議員の会議を組織
的・計画的に開催し、地域の学校への期待
や要望等を積極的に取り入れるとともに、
外部評価の実施結果を学校運営に生かしま
した。

Ａ 教育指導課

3
学校と家庭の連
携推進事業

いじめ、不登校、暴力行為など生活指導
上の課題に対して、家庭や地域全体で取
り組む教育活動及び地域や学校の実態に
即した効果的な取り組みを行います。

継続

家庭と子どもの支援員と、当該事業に関す
る指導･助言を行うスーパーバイザーを全校
で活用して、いじめ、不登校、暴力行為な
ど生活指導上の課題にの解決に向け、効果
的な取組みを展開します。

家庭と子どもの支援員と、当該事業に関す
る指導･助言を行うスーパーバイザーを全校
で活用して、いじめ、不登校、暴力行為な
ど生活指導上の課題にの解決に向け、効果
的な取組みを展開しました。

Ａ 教育指導課

4
コミュニティ・
スクールの設置

地域の人々とつながり、地域の伝統を守るた
め、学校と地域がより一層連携し、地域と共
に学び、共に支え、共に創る教育を推進する
ために「コミュニティ・スクール」の設置を
検討します。

検討

「福生第四小学校コミュニティスクー
ル委員会準備委員会（仮称）」を設置
し、コミュニティスクール実施計画を
策定します。また、実施計画に基づ
き、平成28年4月の本市におけるコ
ミュニティースクール開校に向けた取
組みを行います。

「福生第四小学校コミュニティスクー
ル委員会準備委員会」を設置し、コ
ミュニティスクール実施計画を策定し
ました。また、実施計画に基づき、平
成28年4月に福生第四小学校にコミュ
ニティースクールが設置されました。

Ａ 教育指導課

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課方向性番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 担当課
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基本施策３　地域の教育力の向上

1
保護者（親子）
対象子育て支援
事業

地域子育て支援拠点で児童の保護者同士
に交流の機会を提供し、啓発事業を通じ
て子育てに必要な知識の向上、悩みごと
やストレスの解消等を図ります。

充実

児童館３館で実施している、地域子育
て支援拠点事業（ひろば事業）におい
て、保護者同士に交流の機会を提供し
ます。

児童館３館において、地域子育て支援
拠点事業（ひろば事業）を実施。
参加者　7,874人

Ａ
子ども育成
課

2
ふっさ輝きフェ
スティバル

青少年の健全育成を図るため、青少年育
成地区委員長会を中心に広く異なる年齢
層が集い、遊びや体験などができるス
ポーツ・レクリエーション活動を開催し
ます。（春）

継続

毎月第3日曜日の「家庭の日」の普及・
啓発を目的に「ふっさ輝きフェスティ
バル」を実施します。
平成27年5月第3日曜日(家庭の日)開催
予定
参加人数推定　約6,000人

青少年の健全育成及び家庭の日（毎月
第３日曜日）の推進を目的に、青少年
育成地区委員長会が主催し、各地区委
員会が協力して、5月１７日に「ふっ
さ輝きフェスティバル」を開催した。
参加者　約５,000人

A
生涯学習推
進課

3
軽スポーツ＆と
ん汁会

青少年の健全育成を図るため、青少年育
成地区委員長会を中心に広く異なる年齢
層が集い、遊びや体験などができるス
ポーツ・レクリエーション活動を開催し
ます。（秋）

継続

毎月第3日曜日の「家庭の日」の普及・
啓発を目的に、「軽スポーツ＆とん汁
会」を実施します。
平成27年11月第3日曜日(家庭の日)開
催予定
参加人数推定　約2,500人

青少年の健全育成及び家庭の日（毎月
第３日曜日）の推進を目的に、青少年
育成地区委員長会が主催し、各地区委
員会が協力して、「軽スポーツ＆とん
汁会」を11月１５日に開催予定で準備
を進めたが、雨天の為中止になった。

A
生涯学習推
進課

4
青少年育成地区
委員会事業

青少年地区委員会が青少年の健全育成活
動を行うため、その活動を支援していき
ます。

継続

青少年育成地区委員会が、青少年に
とってより良い環境を作るための諸事
業を、今後も継続して展開できるよう
支援をします。
地区組織活動補助金の交付(3２地区)

青少年育成地区委員会は、青少年に
とってよりよい環境をつくるための諸
事業を積極的に展開しており、これら
の青少年の健全育成を図るための活動
の支援を行った。
地区組織活動補助金
　30地区　交付額 1,994千円

A
生涯学習推
進課

5 子ども議会

子どもの声を行政に反映させるととも
に、議会や行政の仕組みや役割を学ぶこ
とにより、地域への関心を高めるために
実施します。

継続

子ども議会を実施し、子どもに対する
地域への関心を高めていきます。
平成27年10月実施予定
議員予定数　14名

市内各小学校の児童の代表に、自分の
住んでいるまちや学校に対する意見や
提案を発言できる場として、10月17
日に第15回子ども議会を実施した。
参加児童：14人（各校2人×７校）

A
生涯学習推
進課

基本施策４　環境の浄化

1
不健全図書等の
排除推進

青少年育成地区委員長会が中心となり、
自動販売機、コンビニエンスストア等の
不健全図書の排除を目指します。

継続

青少年育成地区委員長会を中心に、環
境浄化運動及び不健全図書チェックパ
トロールを実施します。
平成27年8月下旬実施予定

８月22日に夜間パトロールを実施 A
生涯学習推
進課

2
夜間一斉パト
ロール事業

青少年育成地区委員長会が中心となり、
警察署の指導を得て、青少年のための夜
間一斉パトロールを実施します。

継続

青少年育成地区委員長会を中心に、夜
間一斉パトロールを実施します。

平成27年8月下旬実施予定

８月22日に夜間パトロールを実施 Ａ
生涯学習推
進課

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課方向性番号 事　　業　　名 事　業　内　容

方向性番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標 担当課

平成27年度　事業目標

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題
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基本目標４　子育てと仕事を両立できるまちづくり

施策の方向１　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

基本施策１　広報・啓発活動の推進

1

仕事と生活の調
和（ワーク・ラ
イフ・バラン
ス）の情報提供
と啓発活動の充
実

ワーク･ライフ･バランスについての情報
を収集し、企業や市民に情報提供すると
ともに、講座等を実施し啓発を行いま
す。

継続
ワーク・ライフ・バランスの情報を市
役所や輝き市民サポートセンターに設
置します。

ワーク・ライフ・バランスについての
情報を市役所や輝き市民サポートセン
ターに設置し、情報提供に努めた。
また、男女共同参画情報誌でワーク・
ライフ・バランスの啓発を行った。

Ａ 協働推進課

2

子育て支援、男
女共同参画促進
のための学習講
座の実施

子育て支援、男女共同参画促進のための
学習講座、子育てや女性の悩みなど、現
状における問題解決に向けた講座内容の
充実を図ります。

充実

保育室併設講座（３コース）
託児保育付講座（7コース）
男女共同参画フォーラム（1コース）
男の料理教室（１コース）
ＤＶ防止講座（1コース）
父親力アップ講座（１コース）

保育室併設講座（３コース40回、
367人）
託児保育付講座（7コース41回、408
人）
男女共同参画フォーラム（1コース1
回、35人）
ＤＶ防止講座（1コース2回、11人）
父親力アップ講座（１コース2回、22
人）

Ａ 公民館

基本施策２　男性の子育て参加の推進

1
パパママクラス
（再掲）

相妊婦及び配偶者等を対象に相談指導を
実施し、母子保健に関する正しい知識の
啓発と普及を図ります

継続 20組/回×６コース　120組
これから赤ちゃんを迎える妊婦及びそ
の家族に対して6コース（各コース５
日間）実施し、参加人数は延べ425人

Ａ 健康課

2
男性のための講
座等の開催

男性が家事や子育てに主体的に関わるた
めの導入として男性を対象とした料理や
父親力アップなど、家事や子育てに関す
る講座等を開催します。

継続

男性が家事・子育てに主体的に係わる
ための導入となる講座を実施します。
父子料理教室（1コース）、父親力アッ
プ講座（1コース）

実行委員会形式で、男女共通の課題を
考える男女共同参画フォーラムを実施
します。（1コース）

男性が家事・子育てに主体的に係わる
ための導入となる講座を実施した。
父親力アップ講座（1コース2回、延べ
参加人数22人）

実行委員会形式で、男女共通の課題を
考える男女共同参画フォーラムを実施
した。（1コース1回、延べ参加人数
35人）

Ａ 公民館

3
父親参加型事業
の実施

父親の子育て参加の推進を目的にし、※
児童館等で父親参加型の事業を実施しま
す。

充実
児童館において「くまっこまんぷく
DAY」等父親参加型事業を実施しま
す。

児童館で実施
くまっこまんぷくDAY　１回実施
延べ参加人数　107人
幼児の楽しい運動会　１回実施
述べ参加人数　144人

Ａ
子ども育成
課

事　業　内　容 平成27年度　事業目標 担当課

方向性

方向性

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標 担当課

番号 事　　業　　名

26



施策の方向２　産休・育休復帰を円滑に利用できる環境の整備

基本施策１　産休・育休復帰を円滑に利用できる環境の整備

1
低年齢児保育の
充実（再掲）

保育所において１歳未満の児童に対して
保育を実施します。

継続
市内認可保育所14箇所,小規模保育事業
２箇所で実施します。

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施
延べ1,533人

Ａ
子ども育成
課

2
低年齢児保育の
拡大

産休・育休明けの０歳児から２歳児まで
の保育需要に対応するため、小規模保育
事業を開設することにより、定員増を目
指します。

新規
小規模保育事業の開設について検討しま
す。

小規模保育事業の開設について検討した。
現在のところ、保育園の建替えに伴う定員
増や定期保育の弾力的運用等により保育需
要に対応している。

Ｂ
子ども育成
課

基本目標５　子どもにやさしいまちづくり

施策の方向１　子どもの安全の確保

基本施策１　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

1
交通安全教育の
推進

地域や団体、事業所等における交通安全
思想の普及・徹底を図り、学校・保育所
等での交通安全教育を推進します。ま
た、中学校において、スタントマンが事
故現場を再現する交通安全教室を実施し
ます。

継続

交通安全講習会実施します。
春、秋の交通安全運動期間に町会・自
治会によるテントの掲出
福生第三中学校で交通安全教室実施
講習会 ２回、町会・自治会 30テン
ト

・９月と３月に交通安全講習会を実施
・春、秋の交通安全運動期間中に30町
会・自治会によるテントの掲出
・6月8日（月）に福生第三中学校にお
いて、スケアード・ストレート方式に
よる交通安全教室を実施

Ａ
安全安心ま
ちづくり課

2
交通安全指導の
充実

東京都教育委員会「安全教育プログラ
ム」を活用し、各学校における交通安全
指導の充実を図り、交通安全に関わる実
践的態度の改善を図ります。

継続
各学校において、福生警察署の協力に
よる交通安全教室を年１回開催し、交
通安全指導の充実を図ります。

各学校において、福生警察署の協力に
よる交通安全教室を年１回開催し、交
通安全指導の充実を図りました。

Ａ 教育指導課

点検日：10月22日～11月18日
点検箇所：延90箇所

教育総務課

小中学校各校の通学路の安全点検を行
い、危険箇所の改善に努めました。

道路公園課

当課職員も各校の点検に同行し、危険
箇所等について情報を共有した。

安全安心ま
ちづくり課

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標

3
通学路点検の実
施

学校、保護者及び警察と関係する部署に
より、小中学校の通学路の安全点検を行
い、危険箇所の改善に努めます。

小中学校各校の通学路の安全点検を行
い、危険箇所の改善に努めます。

平成27年度　実施状況 担当課

継続

2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

Ａ

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

担当課
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基本施策２　子どもを災害や犯罪の被害から守るための活動の推進

1
不審者情報等の
提供

携帯電話を利用した自治体情報やファク
シミリを通じて学校等子どもに関係する
各公共施設に不審者情報を提供し、地域
ぐるみで注意を促します。また、不審者
情報があった時には、パトロールを実施
します。

継続

不審者情報について、町会・自治会、
各公共施設、保育園等にファクシミリ
等を通じて情報の提供を行います。
緊急の不審者情報については、携帯電
話を利用したふっさ情報メールで注意
喚起します。また、パトロールカーに
よる市内巡回を行います。

教育委員会事務局指導室から不審者に
ついての情報提供を受け、町会・自治
会、各公共施設、保育園等にファクシ
ミリ等を通じて情報の提供を行った。
また、市職員により青色回転灯パト
ロールカー（公用車４台）により市内
巡回を実施した。

Ａ
安全安心ま
ちづくり課

2
子どもを守るた
めの活動の推進

防犯講習会等を通して、犯罪に関する市
民への情報提供に努め、関係機関・団体
との情報交換、防犯ボランティアによる
パトロール活動、「こども１１０番の
家」事業など、子どもを守るための活動
を推進します。

継続
防犯講習会を実施します。
「こども110番の家」事業の推進

防犯講習会の実施
・平成27年11月17日（火）に市民会
館小ホールにて実施。
「こども110番の家」
・平成28年3月末現在の市民及び市内
事業所の登録件数　1,061件

Ａ
安全安心ま
ちづくり課

3
安全啓発活動の
推進

東京都教育委員会「安全教育プログラ
ム」を活用した、安全教育を充実しま
す。

充実

市立学校全校において、年11回以上
「避難訓練」を実施するほか、第一小
学校及び第四小学校において、防犯の
ための地域安全マップの作成、都内公
立学校教職員を対象とした公開モデル
授業を実施し、広く安全意識の向上に
努めます。

市立学校全校において、年11回以上
「避難訓練」を実施しました。また、
第一小学校及び第四小学校において、
防犯のための地域安全マップの作成及
び都内公立学校教職員を対象とした公
開モデル授業を実施し、広く安全意識
の向上に努めました。

Ａ 教育指導課

通学路における防犯カメラの設置及び
運用に際しては、所管部署である教育
委員会と情報共有を図っている。

安全安心ま
ちづくり課

通学路見守り員配置
　延日数　1,164日
　延人数　4,656人
通学路見守りボランティア
　登録数　50人
通学路防犯カメラ
　設置数　10台

教育総務課

5
不健全図書等の
排除推進（再
掲）

青少年育成地区委員長会が中心となり、
自動販売機、コンビニエンスストア等の
不健全図書の排除を目指します。

継続

青少年育成地区委員長会を中心に、環
境浄化運動及び不健全図書チェックパ
トロールを実施します。
平成27年8月下旬実施予定

８月22日に夜間パトロールを実施 Ａ
生涯学習推
進課

6
夜間一斉パト
ロール事業(再
掲）

青少年育成地区委員長会が中心となり、
警察署の指導を得て、青少年のための夜
間一斉パトロールを実施します。

継続
青少年育成地区委員長会を中心に、夜
間一斉パトロールを実施します。
平成27年8月下旬実施予定

８月22日に夜間パトロールを実施 Ａ
生涯学習推
進課

11月1日（日）に開催した健康まつり
に出展し、薬物乱用防止について啓発
活動を行った。

健康課

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回薬物乱用防止教室を実施
し、内容の充実に努めました。

教育指導課

Ａ

番号 事　　業　　名 事　業　内　容

7
薬物乱用防止啓
発運動

ふっさ健康まつりなどにおいて薬物の危
険性を周知させ、乱用防止に努めます。
また、学校における「保健」の授業の中
で薬物乱用防止について学習します。

継続

継続実施します。
健康まつりで薬物乱用防止についての
啓発活動を実施予定。

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回薬物乱用防止教室を実施
し、内容の充実に努めていきます。

4
通学路等の防犯
活動の推進

子どもたちが犯罪に遭わないように、市
内で発生した犯罪や不審者についての情
報を地域や学校に提供します。また、登
下校時の見守り体制の整備を促進し、防
犯カメラを設置するなどして、防犯対策
の強化に取り組みます。

市内各小学校の通学路における見守り
員の配置や防犯カメラの設置を行い、
登下校時の見守り体制を整備します。

平成27年度　実施状況方向性

充実

平成27年度　事業目標 担当課
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

Ａ
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基本施策３　被害に遭った子どもの保護の推進

1
被害児童のカウ
ンセリング

犯罪、※いじめ、児童虐待等により被害
を受けた子どもの精神的ダメージの軽
減、立ち直りを支援するため、子どもに
対するカウンセリング、保護者に対する
助言等、関係機関と連携し支援を行いま
す。

継続
子どもと家庭からの総合相談の中で、
必要に応じて関係機関、専門機関と連
携しながら支援を行います。

相談件数　8,358件 Ａ
子ども家庭
支援課

基本施策１　子育てを担う若い世代を中心に広くゆとりある住宅の確保

1
良質なファミ
リー向け住宅の
供給誘導

子育て世帯が住みやすい賃貸物件を増や
していくため、民間事業者に向け活用で
きる補助制度の検討や情報提供を行い、
子育てに適した住宅の建設を誘導しま
す。

継続
平成26年度開始の「福生市住宅建替促
進のための空き家住宅除却助成事業」
を継続して実施する。

広報等でのＰＲ、情報発信を行い制度
を周知した。
平成27年は、戸建て住宅による制度適
用の申請が１件と、賃貸物件について
の相談が１件あった。

Ｂ
まちづくり
計画課

2 住宅取得の支援

子どものいる子育てファミリー世帯は、
子どもが小中学校に就学する段階でより
広い住宅を求めて市外へ転出する傾向に
あります。福生市に長く住み続けてもら
うために、住宅取得に係る助成や既存住
宅の改修補助等について検討します。

充実

平成27年度新規事業「優良住宅取得推
進事業」を、平成27年８月から開始す
る。
中学生までの子どもを養育する親が、
市内に新築の長期優良住宅を取得した
場合に、家屋にかかる固定資産税相当
額（上限額10万円）を最長５年間助成
する。

広報等でのＰＲ、情報発信を行い制度
を周知した。
資産税係と連携し、長期優良住宅を新
築した家屋の評価時に、パンフレット
を渡してもらい、事業の周知に努め
た。
実際の助成は平成28年度からの実施と
なる。

Ａ
まちづくり
計画課

3
都営住宅の期限
付き入居制度

都営住宅の利用機会の公平性を確保し、
若い子育てファミリー世帯等の入居機会
を拡大するため、入居期限を10 年とす
る制度を実施・拡大します。

継続 継続して実施します。
東京都作成の冊子を来庁した市民
に配布。市広報とホームページで
情報提供を行った。

Ａ 東京都

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

方向性番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標

施策の方向２　子育てを支援する生活環境の整備

方向性番号 事　　業　　名 事　業　内　容 平成27年度　事業目標 担当課

担当課
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基本施策２　安全な道路交通環境の整備

1 歩道の整備
子どもや高齢者、障害者など、すべての
歩行者の安全確保のため、段差解消等の
整備を行います。

継続

市道幹線Ⅱ-2号線の改良工事におい
て、子どもや高齢者、障害者などすべ
ての歩道利用者の安全確保のため、歩
道の拡幅、段差解消などのバリアフ
リー化の整備に努めていきます。

市道幹線Ⅱ-19号線外1路線改良工事
第３工区が完了しました。

Ａ 道路公園課

2 防犯灯の整備
夜間、安心して外出できるよう防犯灯の
整備を行います。

充実

平成26年度末までに市内の道路照明灯
のLED化を図り、夜間は安心して外出
できるよう整備を行いました。平成27
年度については、要望のある防犯上ま
たは交通安全上危険な箇所の整備を行
います。

要望のある防犯上または交通安全上危
険な箇所の整備を現地調査のもと行い
ました。

Ａ 道路公園課

平成27年度　実施状況
2７年度
事業進捗

評価

27年度C・D評
価の理由・課題

番号 事　　業　　名 事　業　内　容 方向性 平成27年度　事業目標 担当課
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子ども育成課
子ども家庭支援課
子ども家庭部
健康課
社会福祉課
障害福祉課
道路公園課
協働推進課
安全安心まちづくり課
環境課
教育総務課
教育指導課
生涯学習推進課
地区委員長会
学校給食課
スポーツ推進課
公民館
図書館
社会福祉協議会
東京都
八王子少年センター
学校
福生警察署
関係各課


